
                                (２ ０ ２ １ 年 ４ 月 1日 現 在 ) 

 １．商 品 名   証券化住宅ローン 

 ２．ご 利 用 

   いただける方 

（1）申込時年齢が満７０歳未満で、完済時８０歳未満の方。 

ただし、親子リレー返済の場合には、申込時年齢が満７０歳以上の方

でもご利用いただけますが、後継者が次の要件をすべて満たす必要があ

ります。 

①申込ご本人の子供で定期的な収入がある方。 

②申込時年齢が満７０歳未満の方。 

③連帯債務者になることができる方。 

（2）日本国籍を有する方または永住許可等を受けている外国人の方 

（3）申込ご本人の年収に占める、本ローンおよびその他借入金の年間返済

額の割合が、次の基準以下であること。 

    

前年税込年収 年間返済割合

４００万円未満 ３０％

４００万円以上 ３５％
 

（4）その他住宅金融支援機構の審査基準を満たす方。 

 （注）本ローンは、住宅金融支援機構直接融資（財形融資は除く）との併

用はできません。 

（5）住宅ローンのお借り換えの場合は、借換対象の住宅ローンについて、

お借入から１年以上経過していること、かつ直近１年間正常に返済して

いることが必要です。 

 ３．お 使 い み ち   次のすべての条件を満たす、住宅の取得資金。 

（1）申込人ご本人（連帯債務者を含む）またはその親族が居住する目的で

あること、または居住の用に供している住宅以外の住宅「セカンドハウ

ス」であること。 

（2）新築住宅の建設・購入資金もしくは中古住宅の購入資金（土地資金を

含む）、または住宅建築もしくは購入資金の借入金のお借り換え資金で

あること。 

※ 土地資金を対象とする条件：土地取得時期が融資申込時の前々年度

の４月１日以降であること。 

（3）住宅金融支援機構が定める技術基準に適合する住宅であること。 

基準の適合にあたっては、検査機関または適合証明技術者（中古住宅ま

たはお借換対象住宅の場合）が発行する適合証明書を取得してくださ

い。 

（4）住宅の面積が次の範囲内であること。 

   ①一戸建て住宅：床面積が７０㎡以上かつ取得価額（土地資金・消費税

等を含む）が１億円以下。 

   ②マンション  ：専有面積が３０㎡以上かつ購入価額（消費税等を含

む）が１億円以下。 

 

 

４－１               ㈱ 山 梨 中 央 銀 行  



    ③店舗併用住宅：住宅部分の床面積が延床面積の１/２以上であり、かつ

７０㎡以上。 

 （注）次の資金は、ご融資の対象外です。 

      ・買戻権、所有権移転の仮登記等の抵当権に優先する権利の設定が

ある物件の取得資金 

      ・リフォーム資金 

 ４．ご 融 資 金 額    １ ０ ０ 万 円 以 上 ８ ， ０ ０ ０ 万 円 以 下 で 建 設 費 ま た は 購 入 価 額 の   

１００％以内（原則１万円単位） 

なお、住宅ローンのお借り換えの場合は、上記の条件の他に「現在お

借入中の住宅ローンの残高（適合証明書検査費用を含みます）」または

「担保評価額の２００％」のいずれかになります。 

 ５．ご 融 資 形 態 証書貸付 

 ６．ご 融 資 期 間 （1）新築住宅の建設・購入資金、または中古住宅の購入資金 

  １５年以上３５年以内（１年単位） 

  ただし、申込時の年齢が６０歳以上の場合に限り、１０年以上での  

お取扱いが可能です。 

（2）借換資金 

  １５年以上３５年以内（１年単位） 

  ただし、「３５年」から「住宅取得時に借入れた住宅ローンの借入日 

からの経過期間（１年未満切上げ）」を減じた期間を限度とします。 

 ７．ご 融 資 金 利         固定金利（お借入期間中、ご融資利率は変わりません。） 

 ご返済期間（２０年以内、２１年以上）およびご融資金額割合（９０％

以内、９０％超）に応じて、それぞれ融資利率を設定します。 

  金利は毎月見直しを行います。金利につきましては、窓口にお問い合わ

せください。 

  ご返済額は窓口にて試算いたします。 

 （注）ご融資時に適用となる金利は、お申込み時点の金利ではなく、ご融

資実行時の金利が適用となります。 

 ８．ご 返 済 方 法   次のいずれかの方法をご選択いただけます。 

（1）元利均等毎月返済 

（2）元金均等毎月返済 

 ※ 上記のいずれの返済方法も、６か月毎のボーナス返済を併用すること

ができます。この場合のボーナス返済部分の元金は、総ご融資金額の

４／１０（万円単位）が限度となります。 
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 ９．担 保 （1）ご融資の対象である建物およびその敷地に、住宅金融支援機構を抵当

権者とする第１順位の抵当権を設定していただきます。 

（2）担保となる建物には、火災保険を付保していただき、保険契約内容が

確認できる書類をご提出いただきます。 

  ※ 担保設定費用は、別途ご負担いただきます。 

 

 

 

 

 

 10. 保 証 人   不要です。 

11. 団 体 信 用   

生 命 保 険 

 本ローンの借入申込日に応じて、機構団体信用生命保険制度または新機構団

体信用生命保険制度にご加入いただくことができます。 

 ※機構団体信用生命保険の場合、保険料は、申込人ご本人のご負担となりま

す（預金口座からのお引落しとなります）。 

 ※新機構団体信用生命保険の場合、保険料は、月々の返済額に含みます。 

 12. 手  数  料  ご契約時に、事務手数料として融資金額×２．２０％相当額（消費税等

込）をお支払いいただきます。ただし、「融資金額×２．２０％」が      

５５，０００円（消費税等込）を下回る場合には、融資金額にかかわら

ず、事務手数料は ５５，０００円（消費税等込）となります。 
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 13. そ  の  他 （1）本ローンをご利用いただくためには、お客さまが建設または購入する

住宅が、技術基準に適合していることを証明する「適合証明書」を取得

していただくことが必要となります。 

   ①新築住宅建設の場合 

   お客さまが検査機関に工事検査の申請を行い、「適合証明書」を取得し

てください。 

   ②新築住宅購入の場合 

   建築業者の事業主に「適合証明書」を取得しているかご確認ください。 

  ③中古住宅購入・住宅ローンお借り換えの場合 

     適合証明技術者が発行する「適合証明書」を取得してください。 

（注1）工事検査等には手数料がかかります。工事検査にかかる手数料は

検査機関によって異なりますので、ご利用される検査機関にお問い

合わせください。 

（注2）検査機関は、住宅金融支援機構と協定を締結した検査機関に限ら

れます。 

（2）お申込みに際しては、当行および住宅金融支援機構所定の審査をさせ

ていただきます。審査の結果、ご希望にそえない場合がございますので

ご了承ください。 

（3）ご契約がお取引店（お取引希望店）でお取扱いできない場合、最寄り

の別の店舗にご案内させていただくことがございますのでご了承下さ

い。 
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